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                                  Abstract

   In an eartier paper, I pointed out that Fisher, Lindahl, aftd Hicks eontributed to the

formation of the coneept of economie income, and that Canning and Alexander contributed

to its establishrnent. Moreover, although not generally asserted, I peinted out that two

genealogies were born through the precess ef the develepment of the econornic income

concept. One is the Fisher-Caiming genealogy eharacterized by eeonemies-based monism

("colonization ef aceounttng by eeonomies"), and the other is the Hicks-Aiexaflder

genealogy eharacterized by economics aRd accouRting-based dualism ("reconciliation

between economic and accounting concept" ).

  Essentially, the former is connected with the sewice-potentials concept (future economic

benefits coneept) and siRgie evaluation by (diseounted) present value. The iatter is

connected with the deprival value ceneept (value to the business coneept) and multiple

evaluations that focus on replacement cost. Ifurther, there are some important differenees.

Whieh is premised; certainty or uncertainty, which is intended; stock-based income (single

ineome) or stock and fiow-based ineome (dual incorne), and whether self-generating

goodwill is recognized on a balance sheet or not.

  [Vhis paper aints to review the two above genealogies and how they were developed after

the formation and establish!nent of the concept of economic income, mainly focusirtg on

the arguments from the 1960s to the l980S, This paper is set ollt in the followiRg way. First,

that features of the Fisher-Canning genealogy have been taken over by A.AA, Staubus,

Sprouse= Moonitz, Revsine, etc. is elarified. Then that features of the Hieks-Alexander

genealogy have been taken over by Wright, Barton, ete, is examined. Further, that both

genealogies were combined (eombsed witheut distinguishng) by Solomons is analyzed.

  Although this paper foeuses on arguments raade up to the 1980s, the economic income

eoneept has become more fully developed as present value accounting afi,er the 1990s. Then

tn the 2000s lt has been developed tts part of fair value accounting. ever a coRsiderable

period the two genealogies were generated, established a:)d developed separately, wtth

eaeh system gaining support and respect. If they are now to be put baek together in a single
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vessel，　while　this　might　be　user－friendly，　there　w翅be　a　loss　of　theoreもica夏restrietlons．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　らら　　　　　　　　　　　　　　めThat　is，　econernic　income　and　present　vaiue　lose　tineir　status　as　concepts　and　become

merely　tools　．　PreSent，　va豆ue　wiH　cOme　do、㎜tO　be重皿9　a　aneasurevaent・七eCh雄que　of　fair

va書ue　aceoLlntixt墓，　as　recently　argued．　If　the　scope　of　present　v認ue　tec㎞iques　is　needlessly

expanded，　we　f呂ce　se漁us　ris衰儘at　t豆1ey　w温be　misused，　as　seen　recently．

　王くeywords：

　Economic　lnoome，　Acconnt．dng　income，　DeLfinitaon，s　ofAssets　and，Laabit7　ties，

　Me（usureme7zt　Attributes，　Concept　of／ncome，　GooCtwiel

　経済的利益，会計的利益，資産概念，負債概念，測定属性，利益概念，暖簾

1．はじめに

　別稿において，経済的利益概念の生成に貢献したのはFisher，　Lindahl　i3よびHicksであり，その確立に
　（拙稿，2004）

貢献したのはCanningおよびAlexanderであることを指摘した。また，一般的に主張されている事柄では

ないが，経済的利益概念が生成し確立する過程で，次のような2つの系譜が生まれたことを指摘した。

　◎　1鵡ng　Fisher的経済理論一」．B．Canning一経済的一元論（単一的評価）

　●　J．R．Hicks的経済理論一S．S．Nexander一一’経済的，会計的二元論（複合的評価〉

　一つは，経済的一元論（「経済学による会計学の植民地化」［Mouck，1995，43頁⊃を特徴とする

Fisher－Car㎞㎎的系譜であり，他の一つは，経済的，会計的：二元論（「経済的観点と会計的観点の調整」

［SolDmons，ユ961，377頁］）を特徴とするHicks－Nexander的系譜である。本来的に，前者は，サービス・

ポテンシャル概念（経済的便益概念）や割引現在価値による単一的評価と結びつくのに対して，後者は，

剥奪価値概念や取替原価を中心に据えた複合的評価と結びつく系譜である（拙稿，2004，36頁。図表1参照）。

　本稿の目的は，上記2つの系譜がその後どのように展開されていったのか，主に1960年代から1980年代

　　　　　　　　　　　　　　図表1　2つの系譜一概念的相違点

l　　Fish・・一C・㎜i㎎的系譜
@　　　　　一経済的一元論一

磁cks－Alexander的系譜一経済的，会計的二元論一

前　　　提 確実性 不確実性

資産概念 サービス・ポテンシャル概念
iキャッシュ・インフローに着眼）

剥奪価値概念
iキャッシュ・アウトフローに着眼）

評価基準 割引現在価値による単一的評価
i実務的にはサロゲイト二代用が必要）

取替原価を中心に据えた複合的評価

i取替原価，正味実現可能緬額，割引現在
ｿ値）

利益概念
i実現概念）

ストック志向的利益観

i経済的実現概念または実現概念の軽視）

ストック志向的，フロー志向的両利益観
i伝統的・会計的実現概念が保持）

暖　　　簾 貸借対照表に積極的に計上される 暖簾は経済的利益と会計的利益の橋渡し
��Sう＊

＊経済的利益＝会計的利益±時価評価差額一暖簾の変化額
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までの議論を中心に整理することにある。以下では，まず，Fisher－C繕撮れg的系譜の特徴がその後

AAA，　St認bus，　Sprouse＝Moonitz，　aevs並eなどに引き継がれていったことを確認し，次に，　Hicks－

Alexander的系譜の特徴がその後WrighもやB呂rtonなどに引き継がれていったことを確認する。さらに，

これら2つの異質な系譜が，Sol⑪mo鵬によって結合（混晶）されたことを確認する。そして最後に，“結合”

の帰結に関する筆者の認識を示したいと考える。

2．経済的一元鹸〈輸eS“rro幽寂Vie轡課代用関係説〉の展開

　まず，経済的一元論（the　surrogate　view＝代用関係説）を特徴とする1醜her－Ca面n蓼的系譜がその

後どのように展開されていったのか整理する。以下，AAAの所説，　Staubusの所説，　Sprous鎚Moor冠tz

の所説，Revs血eの所説の順にみていくことにする。

11）AAA（1957，1964）の所説

　AAA（1957，1964）では，資産概念として，サービス・ポテンシャル（seMce－potentials）概念が用

いられている。つまり，AAA（1957＞の「資産とは，特定の会計単位において，経営目的を達成する

ために用いられる経済的資源である。資産は，期待された経営活動に利用されるないしは役立つサー

ビス・ポテンシャルの総計である。」（皿節）という定義が一貫して用いられている（AAA，1964a，694頁；

1964b，721頁参照）。

　また，AAAでは，資産概念と評価（測定）基準との関係がおおよそ次のように捉えられている。サー

ビス・ポテンシャルは，将来収入の割引現在価値にもとづいて測定されるべきである。ただ，将来収

入の割引現在価値は，必ずしも客観的で検証可能な証拠を備えているわけではない。また，かりにそ

うであったとしても，多くの資産が一体となって使用される場合に，そこから得られるであろうキャッ

シュフローの見積額を個々の資産に割り当てることは不可能に近い。そこで，（非貨幣項目については，）

カレント・コスト正）を用いて，サービス・ポテンシャルを実践的かつ近似的に測定しなければならな

い（AAA，1964a，694頁参照；1964b，702－703頁同旨）。

　なお，AAA（1957）では，「実現の本質的意味は，資産・負債の変動が，十分に確実で客観的である

ことである。」（H節）と述べられている。伝統的な実現概念では，要件として，①財・用役の提供，

②資金的裏付け（流動的な資産の受取り）および③市場取引の存在が要請されることから判断すると，

そこでは実現の要件が大幅に緩和されたことが確認される。このような実現概念は，一般に「拡大さ

れた実現概念」と呼ばれているが，その内容は後退にほかならない2）。

　以上，AAAの所説は，サービス・ポテンシャル，割引現在価値およびサロゲイトを特徴とするもの

であり，Fisher－C血㎎的系譜に属することが確認される（図表2参照）。

ユ）ただし，AAA（1957）では，「自由市場を前提とすれば，取得原価（取引価格）は，取得時点における将来のサービス・

ポテンシャルの評価額として満足しうるものである。」（皿節）と述べられ，サービス・ポテンシャルの測定値または割

引現在価値の代用値としてカレント・コストではなく，原価が用いられていた。

2＞実現概念に関しては，森田（1980，1990）を参照されたい。また，実現概念の拡大・収束過程に関しては，辻山（1991，

135－150頁）を参照されたい。
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図表2　AAA（1957，1964）の所説

資　　産　　概　　念 理想的評価基準 実務的評価基準（サロゲイト）

サービス’ポテンシャル→割引現在価値一k撫暴論i碧欝コスト源価

（注）AAA（1957）では、実現概念の後退現象がみられる。

（2）Staubus（1961，1971）の所説

　Staubus（1961）でも，「資産は，サービスの貯蔵庫と考えられる。」（29頁）と述べられ，サービス・

ポテンシャル概念がとられている。また，資産概念と測定基準の関係について，「測定基準の選択は，

最適な証拠の選択にほかならない。測定基準の適用には，測定項目の潜在用役（potentia1　seWtce）ま

たは負の潜在用役に関する特定の証拠の入手が含まれる。」（50頁）と述べられている。そして，「投資

家にとって第一義的に重要なのは，将来の現金収入の時期および金額に関する情報である。」（15，30

頁参照）と述べられ，このような観点から測定基準の優先順位が図表3のようにまとめられている。

　　　　　　　　　　　　　　　　図表3　測定基準の優先順位

測定基準 証拠の種類 資産の推戴時点 相対時期 優先順位

貨　　　　　幣 貨　　　　　　幣 一 ｝ 第1位

割引現在価値 将来の貨幣的契約 消滅時点 将　来 第2位

正味実現可能価額 市　場　相　場 消滅時点 現在 第3位

取　替　原　価 市　場　相　場 取得時点 現在 第4位

修　正　原　価 市　場　相　場 取得時点 過去 第5位

取　得　原　価 市　場　相　場 取得時点 過　去 第6位

］
！
＊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊＊＊

　　（注）Staubus，1961，51頁所載の表に修正。西由（2002，125頁）参照。

　　　　＊　割引率として，当初実効利子率や市場利子率などが考えられているが，確定持分に市場利

　　　　　　子率を用いることは否定されている（35－36頁参照）。

　　　　＊＊　両者は，「取替原価二正味実現可能価額一正常利益」という関係にある（37頁参照）。

　　　　＊＊＊取得原価（支出額）は，将来の（サービスの）貯蔵に関する最小限の推定値である（39頁）。

　なお，Staubus（1971）では，「割引現在価値→正味実現可能価額→取替原価→取得原価」という　“サ

ロゲイトの連鎖”が次のような形で展開されている。「（販売予定資産の）正味実現可能価額は，割り

引かれないが，将来の正味キャッシュフローを示すので，割引現在価値の代用になりうる。…（棚卸

資産の）取替原価は，正味実現可能価額の代用である。均衡状態では，取替原価に保有コスト（資本

コスト）を加えたものが正味実現可能価額になるからである。…ただし，原材料のように将来の販売

に関係しないものは，正味実現可能価額ではなく，取替原価によらなければならない。…取得原価は，

価格変動額を認識しないが，取替原価の代用になりうる。」（54－62頁参照）

　以上，Staubusの所説も，サービス・ポテンシャル，割引現在価値およびサロゲイトを特徴とするも

のであり，Fisher－Cannin9的系譜に属することが確認される（図表4参照）。
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　　図表4　Stautw＄（1　961，197t）の所説

資　 産　概　 念　　　理想的評価基準　　　実務的評価基準（サロゲイト）
サービス・ポテンシャル→割引現在価値：一一・一・・一一一一一正味実現可能価額→取替原価→取得原価

（注）Staubus（1961）では、実現概念に関する言及はみられない。

（3）Sprouse　・Mo◎nitz（1962）の所観

　Sprouse＝Moonitz（1962）では，「資産は，期待される将来の経済的便益で，当該企業が現在または

過去の取引の結果として取得した権利である。」（8，20頁）と定義されている。この経済的便益概念は，

経済的資源（稀少性）に注目するものであり，先にみたサービス・ポテンシャル概念と軌を一にする

ものである（19頁参照）。

　また，資産概念と測定基準について，「資産測定の問題は，将来のサービス（ポテンシャル）の測

定の問題である。」・（23頁。括弧内一筆者）と述べられている。そして，具体的に次のように説明され

ている。「受取債権は，将来の現金収入の現在（割引）価値によって測定されるのが理想的である。…

棚卸資産は，一定の価格で容易に販売可能な場合には，正味実現可能価額によって測定されるべきで

ある。…ただし，販売価格や処分費用を正確に見積もれないこともあるので，その場合には取替原価

が用いられる。…有形固定資産も，取替原価によって測定される。有形固定資産は，受取債権や棚卸

資産とは異なり，潜在収益には関係しないので，正味実現可能価額を用いることはできない。」（24－33

頁参照）

　Sprouse＝Moonitzの所説に関して今一つ触れておきたいのは，利益概念（実現概念）についてである。
　　　　　　　　　リ　　　　ユ　　　　ロ　　　　む　　　　の　　　　り　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　

この点，「利益は，当該企業の純資源（純資産）の増加関数である。したがって，利益を構成する諸要

素の測定（収益，費用，利得損失）は，資産・負債の測定に依存しなければならない。」（11頁参照。

傍点一筆者）と述べられている。また，「純利益は，物価水準および増資による資本の変動ならびに

所有主に対する分配を除く，所有主持分の増加額である。」（45頁。傍点一筆者）と定義されている。

　実現概念に関しては，「会計では，実現概念が広く使われており，利益を実現要素と未実現要素とに

峻別することが行われている。我々は，会計の専門用語として深く根付いているので，その用語をし

ばしば用いるが，実現概念を会計の基本的な特徴として受け入れることはできない。なぜならば，そ

の用語は分析に耐えうるものではないからである。我々の関心は，本質的な要素，つまり資産・負債

の変動およびそれに関連（付随）した利益への影響にある。」（15頁。傍点一筆者）と述べられている。

　以上より，Sprouse＝Moonitz（1962）では，資産概念として経済的便益概念（＝サービス・ポテンシャ

ル概念）がとられ，その測定値（または代用）として割引現在価値正味実現可能価額および取替原

価が提唱されていることが確認される。と同時に，利益がフローの観点からではなく，ストックの観

点から定義されて（ストック志向的利益観がとられて）いること，実現概念を軽視していることが確

認される。これらはすべて，図表1に示したFisher－Camng的系譜の特徴にほかならない。
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（4）Revsine（1973）の所説

　最後に，Revs血e（1973）の所説について説明する。そこでは，経済的利益（割引現在価値に基づく利益）

と経営利益（取替原価に基づく利益）とのいわば橋渡し的な理論が以下のように展開されている（以下，

96－100頁参照。あわせてScapens，1977，108－110頁参照）。

　まず，キャッシュフローはすべて各年度末に発生すると仮定すれば，第i年度の経済的利益（Ye）iは次

のように表される。

　　　　（Ye）且＝Vi＋1一　Vi　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　（a）

　　　　ただし，Vi：第i年度初の時点で期待される価値

　　　　　　　　Vi。1：第i＋1年度初の時点で期待される価値

　また，ViおよびVi．1は，それぞれ次のように表される。

　　　　暗1鴇＋L　　　　…㈲
　　　　ただし，Fj（i）：第i年度初の時点で期待される第j年度のキャッシュフロー

　　　　　　　　r：市場利子率

　　　　　　　　n：最終年度

　　　　　　　　Li：第年度初の時点で存在する当座資産（の純額）

　　　　號翫E（i）十△Fj（i＋1（1＋rゾ）＋L，（1＋r）＋R，　　…（c＞

　　　　ただし，△Fj（i＋1＞1将来キャッシュフローの見積誤差

　　　　　　　Ri：第i年度の実現キャッシュフロー

　（b）式と（c）式を，（a）式に代入して整理すれば，次のようになる。

（Ye職（塒一£
j＝＝i　（1　十r）

E，11III］1．，一（　一一，．i）．．＋L，，＋R，　＋　sl｝　optj（i＋1．）

　　j＋1『i　　　　　　　　　　　　　j＝i＋1　（1十r＞」一i （d）

α（分配可能営業フロー、期待利益） β（予測せざる利得）

　Revs血eは，長期的な自己資本投資家は将来の配当およびその最大の決定要因である「正味営業フ

ロー」に主たる関心をもっていると考えた。しかし，企業は将来の物的水準を維持しなければならな

いので，正味営業フロー全額を配当することはできない。そこで，長期的な自己資本投資家は正味営

業フローのうち将来の物的水準を維持してなおも配当可能な額，すなわち「分配可能営業フロー」に

主たる関心をもっていると仮定した（47，97頁参照〉。これが，（d）式のαの意味である。

　また，分配可能営業フロー（Df，前記Ctの部分）は，期首時点で期待される価値に市場利子率を乗じて，

次のように計算することもできる。

　　　　Df　：Vi　x　r　…　（1）
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　他方，実際の営業収益率（ra）は，次のように計算される。

　　　　ra　＝　Ci　／Pi　‘”　（2）
　　　　ただし，Ct：当期操業利益（売上高一取替原価＞

　　　　　　　　　Pil時価合計額

　完全競争下では，r、＝r，　Vi・，．，　Pi（割引現在価値＝時価）であるので，これらを（2）式に代入して整

理すると，次のようになる。

　　　　ci　＝＝vi　×r　…　（3）
　（1＞式，（3）式より，Ci＝・Df（当期操業利益・分配可能営業フロー）となることが確認される。また，

完全競争下では，市場の期待（取替原価）と企業の期待（割引現在価値）が一致するので，取替原価

と将来キャッシュフローの差異は瞬時に調整される。したがって，実現可能原価節約（取替原価変動額）

とβ（予測せざる利得）は完全に一致することになる。

　以上より，Revsineの言う通り，「完全競争下では，経営利益概念における当期操業利益は，経済的

利益概念の分配可能営業フローに等しい。…また，経営利益概念における実現可能原価節約は，経済

的利益概念の予測せざる利得に等しい。」（99－100頁）ことが確認される。ただし，このような代用関係は，

確実性を前提としない限り成立し得ないことには注意を要する3）。

　　　　　　　　　　　　　　　　図表5　Revsine（1973）の所説

経済的利益　＝　予測された所得（分配可能営業フロー）　＋　予測せざる利得（キャッシュフローの見積誤差）

1 ， ，

経営利益＝当期操業利益（売上高一取替原価）＋実現可能原価節約（取替原価変動額）

（注）矢印はサロゲイト（代用）関係を示す。

　以上（1＞から（4）でみてきた経済的利益（割引現在価値に基づく利益）に関しては，次のような

根本的な問題点が指摘されている。第一に当該企業全体から生成されるキャッシュフローの即題を

見積もらなければならないこと（「全体評価」の問題〉。第二に，すべてのキャッシュフローの流列を

個別資産（それには暖簾，ブランド，経営者の能力，人的経営資源も含まれる）に割り当てなければ

ならないこと（「暖簾計上」の問題〉。第三に，キャッシュフローは生産諸要素を結合してはじめて生

み出されること（「結合＝ジョイント」の問題）4）。

3）不完全競争下では，取替原価の変動と割引現在価値の変動は，必ずしも同一方向に動くとはいえない。この点，田中

　（1989）では次のように述べられている。「或る産業が正常以上の収益を稼得している場合には当産業への新しい侵入者

　を招くことになるが，その結果その生産財の市場価格は上昇するであろう。しかし，そのために生ずる製品供給の増加

は，従来からの生産者の収益を減少させるであろう。すなわち，生産財の上昇により実現可能保有利得が生ずるけれど

　も，将来の期待現金収入は減少することになろう。したがって，このような場合には，実現可能保有利得を将来の現金

収入を予測するための先行指標と見ることはかえって危険といわなければならない。」（62・・一　63頁）なお，同様の指摘は，

Dickens＝Blackbu：m（1964，315－317頁）でもみられる。

4）以上，Penman（1970，339　一　340頁）参照。　Lem］〈e（1966，33－3碩）では，企業全体の害捌現在価値と棚瞭産の割

引現在価値との違いは，暖簾の計上および結合の問題を排除できるか否かという点にあること，また個別資産の割引現

在価値とその代用（妥協）としての取替原価または正味実現可能価額との違いは，客観性の程度にあることが指摘され

ている。なお，同様の指摘は，Corbin（1962，627　一　630頁）にもみられる。
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3．経済的，会計的：二元設く丁撫C◎翻賄議ion　Vlew謹調整関係説〉の展開

　次に，経済的，会訂的二元論（the　co強ci誼舗on　v亘ew皿調整関係説）を特徴とするHicks－Alexa磁er

的系譜がその後どのように展開されていったのか整理する。最初に，C孤ni㎎の所説と対比させながら

W聴姑の所説をとりあげ，その後で，典型的な二元論を展開したBarto丑の所説をとりあげる。

（1）Wrigh重（檜64－1971）の所説

　C翻㎎の著書（1929）を一瞥すると，理論的側面（経済的観点）と実務的側面（会計的観点）が複

眼的に考察されており，2つの観点が対等に扱われているようにみえるが，理想論（原則論）部分だけ

抽出すると，C㎜Un9の主張する利益概念資産概念および評価基準はいずれも図表6に示すように経

済的観点から一元的に捉えられていることが確認される（詳細は，拙稿，2004，・27頁参照）。

　　　　　　　　　　　　　　図表6　Caming（1929）の所説

利益概念 資　　産　　概　　念 理想的評価基準 実務的評価基準（サロゲイト）

ストック差額一サービス・ポテンシャル
［経済的利益概念］　　　　　　［経済的資産概念］

雪嵐陀繕繧：獺欝緩の代用値

　Whittington（1983，122－123頁）では，　Ca㎜i皿gの複眼的部分に目が注がれているのであろうが，

Cannjn9説とWright説の関係について次のように述べられている。すなわち，「Canningは，機会の違い

（opporも㎜ity　differences）という観点から，固定資産評価にあたり所有主にとっての価値のような基準

を考えていた。C㎝血ngの業績は，　Wrightに影響を与えた。　W㎏htは，減価償却，棚卸資産評価および

財務会計一般に機会価値（opportu血ty　value）概念を適用した。」（131頁参照）と5＞。

　ところが，Wrightのいう機会価値は，資産（のサービス）を所有していなかったら発生していたで

あろう原価，損失あるいは犠牲であり，所有することによって回避しうる最小のコストによって評価

される。この機会価値は，（Ca㎜血g説の基底にあったと思われる）他の代替案から得られるであろう

最大の利益回すなわち機会原価（opp。rtl皿ity　cost）とは正反対の概念である（Whght，1964，82頁参照）。

別言すれば，機会価値はキャッシュ・アウトフローに基づくのに対して，機会原価はキャッシュ・イ

ンフローに基づくものであり，両者のキャッシュフローの向きは正反対であると考えられる6｝。

　そうであれば，サービス・ポテンシャル概念や割引現在価値による単一的評価（＝機会原価概念）

を旨とするCan抽㎎の所説と，「所有主にとっての価値」概念や複合的評価（＝機会価値概念）を旨と

するW㎎htの所説を同一の系譜に属するものと捉えることはできないはずである。いずれも結果的

　に，固定資産や棚卸資産が取替原価または正味実現可能価額で評価されるが，その意味はまったく

5）Whittington（1983）では，　Cannt㎎説とWright説は基本的に同系に属すると捉えられているが，そこではC㎜盛ng説が

Fisher的系譜に属する可能性についても言及されている。他方，　AAA（1977，6－7頁）やMouck（1995，59－61頁）では，後者の

捉え方すなわちCanni㎎説はF蛉her的系譜に属するという捉え方しか示されていない。本稿も，このような捉え方をし

ている。

6）Bromwich（1977）では，割引現在価値概念と剥奪価値概念および機会原価概念と機会価値概念の異質性について言及

されている。
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異なることに留意しなければならない。Ca罫引i㎎の所説にあっては，割引現在価値の代用としてそれら

が用いられるが，W聴嬢の所説にあっては，取替原価が中心的な評価基準であって，割引現在価値（お

よび正味実現可能緬額）は例外的に用いられるのにすぎない7）。

　結局，C…mningはアウトプット・プライス（出口価値）系統の会計を志向しているのに対して，

Wr嬉htはインプット・プライス（入口価値）系統の会計を志向している点で，両者は大きく相違する

ことが確認される。このような違いは，暖簾の搬いなどにも具現されている。つまり，Carm加gは（自

己創設）暖簾の計上に積極的であるが（Cann血g，1929，188，192頁；拙稿20G4，30－31頁参照），

Whghtは伝統的な会計実務との整合性を重視し，その計上には消極的である。加えて，取替原価を中

心にした会計においては，資産・負債が個別評価されるので，そのような会計を志向すれば，前節

で触れた「全体評価」および「結合」の問題を回避しうることが強調されている（以上，Whg癬，

1964，9。頁参照。あわせてPe㎜，1970，343－344頁参照）。

（2）BamR（1974）の所説

　Barton（1974）では，次のように論が展開されている。一般に，投資家（所有者）は，将来に目を

向けているので，事前的な経済的利益（割引現在価値に基づく利益）に関心があると考えられてきた。

ただし，経済的利益は主観的であり，測定も困難な場合が多いので，割引現在価値の代用として取替

原価などを用いればよいと主張されてきた（664－665頁参照）。

　企業は，将来利益の割引現在価値主観利益，事前利益あるいは主観暖簾iの最大化を目標とするので，

経済的利益自体はたしかに重要である。しかし，そのことと，割引現在価値の代用として取替原価を

用いることは別次元の問題である（671頁参照）8）。

　会計的利益と経済的利益はいずれも重要であるが，両者は代用関係ではなく，次式のように調整関

係として捉えられなければならない（672頁参照）。

（会計的利益［実現利益］）・（有形固灘難榴変化額）一（有形固瀬轡囎繍）・暖翻ヒ雛潮利益…（、）

タンジプル・インカム

　ここで，会計的利益は，事後的な概念であり，実際に生起した市場取引や事象に基づいて現時点ま

での業績を測定したものである。一方，経済的利益は，事前的な概念であり，いまだ生起していない

取引に基づいて将来の期待を評価したものである9）（672頁参照）。

7）かつて，（一元論者である）Chambersと（二元論者である）W囎htの間で論争があった。　W㎏ht（エ971，59頁）では，

Ghambersは誤解しているようであるが，（Wrlght）自身は割引現在価値を中心的な評価基準と考えていないこと，所有主

　にとっての価値と割引現在価値は異なる概念であることが示されている。

8）この点をめぐって，（一元論者である）＆evsineと（二元論者である）Ba抗。nの間で論争が繰り広げられた。詳細は，

Re轍ne（ユ976）およびBalton（1976）を参照されたい。

9）その他，経済的利益の特微として，金期間のキャッシュフローに依存すること，知覚や期待に大きく依存しているので，

不安定な数値を生み出すことが指摘されている（B＆mn，1974，672－673頁参照）。
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　このような説明は，かつてAlexander（＝SolOf良ons）1。）が展閣した経済的，会計的二元論とその本質

において変わるところはない。重要なことは，A｝exander（＝So10mons）やBar右onに代表される調整関

係説では，実現と未実現の区劉が保持されること（伝統的実現概念が保持されること），原価評価一実

現主義に基づく会計的利益時価評価一発生主義に基づくタンジブル・インカム［（4）式の左辺第一項

第二項の合計額ユ，および割引現在癒値に基づく経済的利益が段階的に調整されることである。加えて，

暖簾が会計的利益と経済的利益の橋渡し役として位置づけられることである（詳細は，拙稿，2004，

31－34頁参照）。

　以上，Bartonの所説は，経済的（事前的，プランニング），会計的（事後的，コントロール）＝二元論

を特徴とするものであり（680－681頁参照），Alexander（＝Solol縦ons）の所説に沿ってそれを発展させ

たものであることが確認される〈図表7参照〉。

　　　　　　　　　　　　　　図表7　Bamn（描74）の二元論

2．計画＝

　代替案の調査

3．計画：

　代替案の評価 4，計画1

　代替案の選択

1、計画；

　目的

刑

現在価値会計

来

予算

5，計画；

　計画の調整

現在および過去一事後的会計

8．外部報告＝投資

　家国への報告

7．評価：業績および

　財政状態の評価

6．管理：

　実行

4．一元論と二元論の結合（混同）現象

　以上の検討から明らかなように，もともと経済的一元論と，経済的，会計的二元論は異質な系譜であっ

た。このことはとくに強調しておきたい。しかし，両系譜を混同しているようにも，結合したように

もみえる所説があり，このような漠然とした捉え方が今日の通説をなしていると思われる。ここでは，

そのような基礎を築いた所説としてSolomons（1961－1989）をとりあげ，また適用例としてS賠S第33号

（EASB，1979）をとりあげる。本稿でも幾度となく触れてきたが，もともとSolomonsの所説は

．Hicks－Alexander的流れを忠実に汲むものであったが，いつしかFisher－Ca皿ing的系譜の特徴もあ

わせもつようになる。以下では，そのような結合（混同）現象についてみていぎだい。

（1）Solomons（1961－1989）の所説

So正omons（1989）では，「資産は，特定の企業が支配している資源または権利であり，将来の経済的

10）Alexander（1950）は，その後，　So亙omonsによって改訂された。改訂版は，　BaxterとDavidsQnによって編集された3砲d一

疹θs鵠君ooo脳窺⑳妙餉θo瑠（Sweet＆Maxw磁，1962）および曽6編痴5伽．4σoo瓢刎腕g（The　lRstit就e　of　Chertered　Accol皿一

ta皿ts　in　En謹and　and　Wales，1977＞に収められている。
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便益が期待されるものである。」（2G頁〉と定義されている。同時に，企業にとっての価殖概念がとられ，

「資産の剥奪価値は，資産が剥奪された場合に被るであろう損失である。これは，カレント・コストと

回奴可能価額（現在価値と正味実現可能価額のうち高い方）のいずれか低い方で測定される。」（52頁）

と述べられている。つまり，サービス・ポテンシャル概念（経済的便益概念）と灘奪価値概念が同時

にとられ，2つの異質の概念が（ともかく）結合されていることが確認される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぼ　　　り　　リ　　　　ロ　　　ロ　　　　
　また，「通常の営業資産であれば（Bonbri醤htのいう資産が剥奪された場合に被る）損失は，期待さ

り　　　の　　　の　　　り　　　り　　　り　　　の　　　サ　　　ぼ　　　む　　　む　　　リ　　　ロ　　　　　　　　　　　リ　　　ロ　　　サ

れる純収入の割引現在価値に等しくなる。…しかし，そのような評価額は主観的なので（また個別資

産ごとに純収入を識別することはできないので），会計入は受け入れることはできない。そこで，正味

実現可能価額を下限として用い，取替原価を上限として用いれば，幸いにして割引現在価値に近似さ

せることができる。」（1971，111頁。あわせて1966，123頁参照。傍点一筆者）と述べられている。こ

こでも，2つの異質の概念すなわちキャッシュ・インフローに基づく割引現在価値と本来的にキャッ

シュ・アウトフローに基づく剥奪価値概念が（かなり強引に）結合されていることが確認される11）。

　さらに，利益概念については，「①収益と費用の定義は，資産または貸借対照表項目の変化に依存せ

ざるを得ない。②利益は富（の創造）であり，貸借対照表の所有主持分として示される。③収益・費

用中心観は，貸借対照表の忠実性および有用性に関して問題である。」（1989，17－18頁）と述べられて

いる。また，「資産・負債中心観に基づく利益は変動的であり，持続可能な利益を示さないと批判され

ることがあるが，ボラティリティはありのままの姿であり，そうでないふりをさせるのは会計の役割

ではない。“持続可能な利益”は会計の概念ではない。会計が提供する情報に基づいて持続可能な利益

を予想するのは，財務アナリストの役割である。」（1989，18頁）と述べられている。ここでは，収益

費用中心観に基づく利益（フロー志向的利益観）が否定的に捉えられ，もっぱら資産・負債中心観に

基づく利益（ストック志向的利益観）が提唱されていることが確認される。

　翻って，もともとAlexander（＝Solomons）の所説は，前節の（4）式に示したように，実現と未実現

の区別，会計的利益，タンジブル・インカム（時価に基づく利益）および経済的利益の区別を重視す

るものであった（1961，376頁；1966，120頁同旨）。Solomonsの所説が会計的利益を軽視するものでな

いことは次のような指摘からも確認できる。「（会計的）利益は，行動の指針としては欠陥があるが，

経済的行動を決定する際の重要な役割を今後も長きにわたり担うであろう。…投資i家や財務アナリス

トは，（会計的）利益をなかんずく重要なものと考えている。それゆえ，会計基準設定者は，利益数値

を可能な限り有用なものにする責任を放棄することはできない。」（1986，134頁。括弧内一筆者）

　このようにSolomonsの所説は2つの系譜の特徴をあわせもつが，このことは暖簾の扱いについても

確認できる。つまり，「（非買入）暖簾も，資産の定義に合致する。…しかし，市場が不完全な場合に

は，信頼性をもって測定することはできない。それゆえ，非買入暖簾は現行の実務に従って認識すべ

きではない。」（1989，68－69頁参照。括弧面一筆者）と述べられている。また，「利益を宴の変化額と定

義する以上，…無形資産価値（暖簾）の変化額も利益に含めなければならない。しかし，そのような

11）かなり強引な結合であると考えられるのは，「損失茜割引現在価値」という等式を前提として論が展開されているから

である。
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変化額を信頼性をもって測定することはできない。そこで，：有形資産価値の変化額から負債の変化額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ　　　カ　　　リ　　　　　　　り　　　り　　　り　　　り　　　の　　　　　　　ゆ　　　コ　　　リ

を差し引いた（無形資産価値の変化額を控除した）利益額で問に鎧わせなければならない。」（1989，

54頁参照。傍点一筆者）と述べられている。ここで，（非買入）暖簾を積極的に計上しようとする点は

Fisher－C蹴R㎞g的系譜の持徴の表れであり，それを何らかの形で調整しよう（間に合わせよう）とす

る点はHicks－Alexander的系譜の特徴の表れである。

　かくして，So1⑪monsの所説は，2つの異質な系譜の特徴をあわせもっことが確認される（図表8参照）。

　　　　　　　　　　　　　　図表8　S◎lom◎ns（1961－1989）の衝鋭

　　鞠her－Can加㎎的系譜

o済的一元論〈the　surrogate　view＞

　　　　苗ckβ一Alexander的系譜

o済的，会計的二発論＜the　conc亜ation　view＞

資産概念 ・「サービス・ポテンシャル」概念（工989，20－21頁） ・「企業にとっての価値」概念（1989，52－54頁）

評価基準
・「企業にとっての価値」概念→　「割引現在価値」が基本的評価基準→　「取替原価（上限），正味実現可

@能価額（下限）」はその代用（1966，123頁；197ユ，111－113頁）

利益概念
・ストック志向的利益観（1989，17－18頁）

Eボラティリティの反映（1989，18頁）

’フロー十ストック志向的利益観＊

E会計的利益の重要性（エ986，134頁）

実現概念 ・実現概念に関する言及なし（1989全般）
・実現・未実現の区別の重要性（1961，376頁）

E実現概念の重要生（1966，120頁）

暖　　簾 ・資産の定義に合致する（1989，68・69頁） ・調整項目にすぎない（1989，54頁）

＊ストック志向的，フロー志向的両利益観は，Alexa皿der（1950）の特徴である（拙稿，2004，31－34頁参照）。

②SFAS第33号（FASB，1979）

　SEAS第33号（FASB，1979）でも同様に結合（混同）現象がみられる。そこでは，資産概念として，

基本的にサービス・ポテンシャル概念がとられている（58項参照）。同時に，棚卸資産および固定資産

は，カレント・コストと回収可能価額のうちの低い方，すなわち企業にとっての価値（剥奪価値）によっ

て測定される（51－52項参照）。ここでも，サービス・ポテンシャル概念と企業にとっての価値（剥奪価値〉

概念が同時にとられ，2つの異質の概念が（あたかも当然かのように）結合されていることが確認される。

　SFAS第33号では，資産概念と評価基準が一見，別個に規定されているようにみえるが，結合されて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リ　　　　ロ　　　　ロ　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　け　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　コ　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ

いるようにもみえる。たとえば「有形固定資産は，測定日において残存するサービス・ポテンシャル

のカレント・コストと回収可能価額のうちの低い方（企業にとっての価値）によって測定する」（51b

項参照。傍点一筆者），「資産を企業にとっての価値で測定することは，将来キャッシュフローの正味

現在価値を部分的に認識することである。」（120項参照），「資産を企業にとっての価値で測定すること

は，将来キャッシュフローの正味現在価値の代用方法とみなされる。」（133－134項参照）と述べられて

いる。こうした表現には「サービス・ポテンシャル概念一将来キ・ヤッシュフローの割引現在価値一企

業にとっての価値」のリンケージがみてとれ，資産概念と評価基準が別々に規定されたというより，

むしろ両者が結合されたとみる方が自然なように思われる。

　繰り返しになるが，SEAS第33号では，サービス・ポテンシャル（あるいは割引現在緬値）の代用と

してカレント・コストおよび正味実現可能価額が用いられており，本稿でいう代用関係説がとられて

いることが確認される。その一方で，「企業にとっての価値概念の論拠は，資産測定は企業の状況に依

存すべきであることにある。」（99h項〉と述べられている。これは，複合的評価（異種混合評価）を前
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寸としたものであり正2），本稿でいう調整関係説がとられていることにほかならない。

　このような（漠然とした）結合現象こそが，今日的な現在価値観の特徴をなしているのではないか

と思われる。

5．’結びに代えて

　以上，本稿では，代用関係説，調整関係説，結合（混同）現象の順に整理してきたが，これらの整

理を通じて，次の事柄が確認されたのではないかと思われる。

　第一に，Fisher－Can皿㎎的系譜（経済的一元論）は，その後AAA，　Staubus，　Sprouse＝Moonitz，

Revs血eなどに引き継がれ，展開されていったことである。これらは，「経済的資産概念（＝サービス・

ポテンシャル概念）一経済的評価基準（＝割引現在価値）一経済的利益概念（＝ストック志向的利益

観）」といった経済的リンケージを特徴とする。ただし，実務的には測定上の問題に加え，全体評価

暖簾計上および結合（ジョイント）の問題が生じるために，それを回避するためのサロゲイト（代用）

が求められる。以上が，The　S1皿09ate～脆w（代用関係説）の内容であった。

　第二に，Hicks－Alexander的系譜（経済的，会計的二元論）は，その後やや形は異なるが，　W1電ht

やBa就onなどに引き継がれ，展開されていったことである。これらは，代用関係説のように理想的な

経済的概念を現実的な会計的概念（企業にとっての価値概念）に代用させようとするのではなく，両

概念をもとより異質のものと考える点に特徴がある。実際，両概念は，キャッシュフローの向き，ストッ

クとフローの重き，実現概念の要否および（自己創設）暖簾計上の可否について正反対の立場がとら

れていた。両概念の異質性を認識したうえで，両概念の調整を図ろうとするのが，The　CondHation

琉ew（調整関係説）の内容であった13）。

　第三に，Solomonsの所説は，もともと理cks－Alexander的流れを忠実に汲むものであったが，まっ

たく異質なFishep　Cami㎎的系譜をそれに結合したことである。端的に言えば，サービス・ポテンシャ

ル（将来の経済的便益）概念と企業にとっての価値概念との結合を試みたことである。当初，このよ

うな試みに対して必ずしも合意が得られなかったことは，極論すれば，混同とみられていたことは，

たとえば，「（一元論者である）C㎞bersは誤解しているようであるが，所有主にとっての価値と割引

現在価値は異なる概念である。」（Whght，197エ，59頁参照。あわせてBromwich，1977参照）といった

指摘などからも窺える。

　以上の事柄を整理すると，次の図表9のようになる。

　最後に次の事柄を指摘し，本稿を括りたい。いつしか，2つの系譜を区別することなく漠然と捉える

のが通説をなすようになった。本稿では1980年代までの議論を中心にみてきたが，1990年代以降本

12）企業にとっての価値（剥奪価値）概念は，入口価値と出口価値の混在にその特徴がある（Parker＝Harcourt，1969，17

　頁参照）。この概念は，将来純収入の現在価値のような単一の価値概念とは異なり，入口価値と出口価値との異種混合に

特徴がある（Scapens，1977，57頁参照）。

13）調整の仕方は論者によってまちまちである。本稿では，舟ex㎜derおよ曲旗onの調整の仕方を示したがその他，伝

統的な実現概念を維持する一方で，認識領域の拡大を図るHα㎎ren流の調整の仕方もある（詳細は，　Ho㎎en，1965参照）。

　なお，二元論のもとでは，利益が複数存在するので，とくに利害調整の観点から，複数の利益を如何に解するのかといっ

　た問題が生じうる。
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図表9　一元論と二元論の結合（混同）現象

一　元　論（the　surrogate　view） 二　元論（the　conciliation　view）

資産概念 サービス・ポテンシャル概念 企業にとっての価値概念

評価基準 割引現在価値による単一的評価 取替原価を中心にした複合的評価

Canning，1929，22頁，182－185頁 Wright，1964，83頁，1971，58－61頁

AAA，1957，皿節，1964a，694頁；1964b，702－703頁， あわせて，Parker＝Harcourt，ユ969，！7－19頁，

721頁 Scapens，1977，55－57頁参照

Staubus，1961，29頁，50－51頁；1971，54－62頁

Sprouse＝MoDnitz，1962，19－20頁，23－33頁

Solomons，1966，123頁；1971，111－113頁； 1989，20－21頁⇔Solomons，1989，52－54頁

利益概念 ストック志向的利益観（B／S中心観） フロー志向的利益観（P／L中心観）

Canni㎎，1929，154－155頁 Alexander，1950，38頁，54－57頁

Sprouse＝Moor旺tz，1962，11，45頁 Barton，1974，67ユー672頁，680－681頁

Solomons，1989， 17－18頁⇔Solomons，1986，134頁

実現概念 軽　視 重　視（実現・未実現の峻別）

Cami㎎，1929，154－155頁 Ale㎜der，1950，38頁，54－57頁

AAA，1957，1節 Barton，1974，671－672頁，680－681頁

Sprouse＝Moonitz，1962，15頁

Solomons，1989（言及なし）⇔Solomons， 1961，376頁；1966，120頁

暖　　簾 オンバランス オフバランス

Camjng，1929，188，192頁 Alexander，1950，38頁，53－54頁

あわせて，Penman，1970，344－345参照 W㎏ht，1964，90頁

あわせて，pe㎜㎝，197。，344－345参照

Solomons， 1989，68－69頁⇔Solomons，1989，54頁

（注）その他，全体評価（グループ評価）によるのか，個別評価によるのか，という違いがあるが，この点は，Whght（1964，

　　90頁），Lemke（1966，33－34頁）およびPe㎜an（1970，339－340頁，343－344頁）を参照されたい。

稿で扱った経済的利益概念は現在価値会計として本格的に展開されるようになる。さらに，2000年代

中頃以降は公正価値会計の一部として展開されるようになる。2つの系譜はそれぞれ別個に，時間をか

けて生成，確立，展開されてきたものであり，その是非はともかく，それぞれ見事に体系だっていた。

　それらを一纏めにすれば必要なときに必要な「引出」を開けることができ，使い勝手がよいのか

も知れない。しかし，近年の議論では，経済的利益および現在価値は“概念”の地位から“ツール”

の地位に転落し，公正価値会計の一測定技法に零落した観がある。理論が喪失したような状態で，現

在価値技法の適用範囲をいたずらに拡大していけば，引出が違う（濫用される）可能性がでてきやし

ないか。危惧の念を禁じ得ないのは，筆者一人であろうか。

参考文献

Alexanderl　S．S．1950．lncome　Measurement　in　a　Dynamic　Economy躍りθMoπogγαp傭。％一Bπ島πθsε加ooηzθ．

一130一



　　　　　　　　　　　　　　経済的利益概念の展開　一1980年代までの議論を中心にして一

　Ame煮can】㎞stitute　of　Accounta皿ts（AIA）．

Artterican　Accounting　Association（AAA）．1957Accoztnti7zg　and　ROportd7zg　Stαn（tα7dsfbr（］orporαte

　f乞uαnciα1　Stα鵬刎ts，1957　Revd3魏．

　　　．1964a．Accounting　for　Land，Building　aitd　Equipment，Supplementary　Statement　No．1．The／Accountdng

　Rθvtew　（JUly＞　．

　　　．1964b．A　Discussion　of　Various　Approaches　to　Inventory　Measurement，Supplementary　Statement

　No．2．Thθ／Accounting　Rθvtew（J亘ly）．

　　　．1977．Statement　on　Accounting　Theo7zl　ant　Theo7zl　Acceptance．（染谷恭次郎訳『アメリカ会計

　学会会計理論及び理論承認』国元書房，1980年。）

Barton，A．D．1974．Expectations　and　Achievements　in　Income　Theory．　The　AccozeMng　Reviezv（October）．

　　　．1976．S㎜ogates　in丘1come　Theory：AReply．　Thθ．Accounting　Rθviezv（Ja皿uary＞．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る　　　　　　　　　　　　　りBromwich，M．1977．The　General　Validity　of　Certain　Current制ue　Asset鴨uation　Basesノ生cco％碗伽gα幅

Bzesiness　Resθαrch（Aut㎜）．

Canninrg，J．B．1929．The　Economics　ofAcco2tntαncy．T血e　Ronald　Press．

Chambers，R．J．1971．Vatue　to　the　Owner．　AB　40US（June）．

Corb血，D．A．1962．Tlhe　Revolution　i㎞　Accounti皿g．Thθ／Accounting　Revtezv（October）．

Dickens，R．L．，　and　J．0．Blackbum．1964．Hold血mg　Gains　on．Fixed　Assets：An　Element　of　Business　lncome？．

　Thθ．Acco2tnting　Reviezv　（Apri1＞．

Eina皿cial　Accounting　Standards　Board（FASB＞．1979．　Stαmmt　of17iuαn　oicvL　AccozLnting　Stαndtar（tS

　（SI77AS）1＞b．33，17iuαnctal　Repontng　ant　Chαnging　PO－ices．

Homgren，C．T．1965．How　ShoUld　We：interpret　the　ReaJization　Concept？．The　Accounting　Revtew（Apnl）。

LIemke，K：．W．1966．Asset堀uation　and　Income　Theory．　Thθ　Aecozenting　Rθvtezv（January）．

Mouck，T．1995．Ir近㎎Fisher　and　the　Mecha皿istic　Character　of　Twentieth　Century　Accountt㎎Thought．

　Accounting　HbSto7tan　Joumat（Decem：ber）．

Parker，R．H．，　and　G．C．Ha：rcourt．1969．Reα（lings　in　the　Concept　and、Mθctsurement　ofincome．Cambridge

　Uhiversity　Press．

Pemm，S．H．1970．What　Net　Asset　Value？一An　Extension　of　a　Fam血r　Debate．Thθ∠Accozenting　Revtezv

　（April）．

’Revsi㎞e，L．1973．Reptαvaθment　Cost　Accoztnting．prentice－HaU．

　　　．1976。S㎜ogates血Income皿eoW：A　Comment．丁堀ooo翻吻肋吻伽u町）．

Scapens，R．W．1977五〇〇〇槻伽g伽αη1姻醐αηα瑠1ワπ伽侃㎜孟，Macm皿㎞Press．（碓氷悟史・i菊谷正

　人知『インフレーション会計』白桃書房，1981年。）

Solomons，D．1961．Economic　and　Accounting　Concepts　of　lncome．Thθ∠Accounting　Revtezv（JUIy）．

　　　．1966．Economic　and　Accounting　Concepts　of　Cost　and　Value．In　Modθm　Acconnting　TheoTy，　edited

　by　M．Backer．Prentice－Hall．

一　131　一



　　　　　　　　　　　　　　経済学研究　第73巻第2・3号

一．1971．Asset　Valuatio’n　and　lncome　Detemmtion：　Appraising　the　AlterRative＄．ln　Asset　ValuatM　and

　income　Determt？zcttion　一A　Co7zsi（leration　ofAlternatives，edited　by　R．R．Sterlirig．Schotars　Book．

一．1986Makdng　Accozenta7zg　Policg：　The　Questfor　Credabttity　in　Financi（zt　Roportine．Oxford

　University　Press．（加藤盛弘監訳『会計原則と会計方針』森山書店，1990年。）

一一D1989．6勧刎θZ伽θsプb㌍F伽侃02α碑⑳o％伽g13言α漁嬬JCAEW

Sprouse，R．T，，　and　M．Moonitz．1962A　tl！mtative　Set　ofBro｛zd　Accounting　Ibu；nciptesfoT　B2rsiness

　Entemprises．　AICPA．（佐藤孝一・薪井清光訳『アメリカ公認会計士協会会計公準と会計原則』中央

　経済社，1973年。）

Staubus，G．J．1961A　Theo7zt　ofAecoasnting　to　investors．University　of　Califomia　Press．

’．1971．TEhe　Relevance　of　Evidence　of　Cash　Mows．ln　Asset　Vatuatinn　and　lncome　Detemaiuatton：　a

　consideration　of　the　atsermtive，edited　by　R．R．Sterlirtg．Scholars　Book．

Whittington，G．1983inLftatton　Acoounting：　An　introductton　to　the　Dθbαte．Cambridge　University　Press．（辻

　山栄子訳「会計測定の基礎』中央経済社，2003年。）

Wlight，F，K1964．TowardS　a　General　Theory　of　Deprectation．Jouf”nal　ofAccounting　Reseαγch（Sp血g）．

“一一一一 D1971．Value　to　the　Owner＝ACbr血cation．ABAOUS（June）．

辻山栄子（1991）『所得概念と会計測定』森山書店。

田中茂次（1989）『物価変動会計の基礎理論』同文舘。

西山一弘（2002）「ストーバス学説における現在価値志向とその今日的含意」『企業会計』第54巻第10号。

森田哲彌（1980）「実現概念・実現主義に関するノート」『一橋論叢』第83巻第1号。

一（1990）「企業会計原則における収益（利益）認識基準の検討一実現主義の観点から」『會計G第

　164巻第1号。

角ヶ谷典幸（2004）「経済的利益概念の生成と確立一1960世代までの議論を中心にして一」『商學論集』（福

　島大学）第73巻第1号。

（本研究は，科学研究費補助金，基盤砥究（C）による研究成果の一部である。）

〔九州大学大学院経済学研究院　准教授〕

一　132　一


	p118-00001.pdf
	p119-00001.pdf
	p120-00001.pdf
	p121-00001.pdf
	p122-00001.pdf
	p123-00001.pdf
	p124-00001.pdf
	p125-00001.pdf
	p126-00001.pdf
	p127-00001.pdf
	p129-00001.pdf
	p130-00001.pdf
	p131-00001.pdf
	p132-00001.pdf



